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１１１１    計画策定計画策定計画策定計画策定のののの趣旨趣旨趣旨趣旨    

近年、核家族化の進行や就労形態の変化、経済・雇用情勢の低迷など、子育て家庭を取

り巻く社会情勢の影響により、保育に対する保護者ニーズが複雑化、多様化しています。

また、地域の助け合いの希薄化などにより、子育ち・子育てに悩みや不安を感じる保護者

が増えており、地域における子育て支援の拠点として保育所等が担う役割がとりわけ重要

となっています。さらに、児童虐待や発達障害㊟の増加、ひとり親世帯など保護や支援が

必要な子どもや家庭への切れ目のない、きめ細やかな相談体制の充実が求められています。 

このような状況の中、本市では、安心して子どもを生み、育てることができるよう、 

「ながの子ども未来プラン」(長野市次世代育成支援行動計画 後期行動計画)を策定し、

子育て支援の施策を推進していますが、そのためには、限られた財源、人材及び資源を効

率的かつ効果的に活用していく必要があります。 

そこで、市内の保育所の半数以上は社会福祉法人等が運営し、いずれも地域ニーズに応

えながら保育に取組んできた歴史と実績があることから、市では、民間活力を活用し、保

育サービスの質の向上とコストの削減を図るため、平成 15 年度に公立保育所の三輪、川田

及び下氷鉋の民営化㊟を計画し、保護者の理解を得るために十分な時間をかけて合意形成

に努めてきました。また、平成 18年３月には、有識者等による「保育所等のあり方懇話会」

から、今後の本市の保育のあるべき姿についてご提言をいただきました。 

平成 15 年度に計画した３保育所の民営化の目処がついたことから、この提言を受け、限

られた財源、人材等を有効活用することが、本市の保育及び子育ち・子育て施策等をさら

に充実させるためにも不可欠であると考え、人口減少・少子高齢社会を見据えた今後 10

年間の公立保育所の適正規模及び民営化等を進める基本計画を策定するものです。 

 

 

２２２２    民営化及民営化及民営化及民営化及びびびび統廃合統廃合統廃合統廃合のののの経過経過経過経過・・・・評価評価評価評価    

（１）公立保育所の民営化 

  ① 今までの経過 

   公立保育所の民営化については、民営化対象園の公表、保護者等への説明、委託・

移管先の選考及び決定、引継ぎ保育の実施、運営委託という手順により実施し、平成

21 年度に三輪保育園、平成 24 年度に川田保育園の運営委託を開始、平成 25 年度には

下氷鉋保育園の運営委託を開始する予定です。 

なお、城東保育園は、隣接する済生会長野保育園へ移管統合しました。【表１】 

 

 

 

                                                   

㊟ 発達障害／広汎性発達障害（自閉症など）、学習障害、注意欠陥多動性障害など、脳機能の発達に関係

する障害の総称。発達障害のある子どもは、他人との関係づくりやコミュニケーションなどが苦手な反面、優

れた能力が発揮されている場合もあり、周りから見てアンバランスな様子が理解されにくいことがある。 

 
㊟ 民営化／公立保育所を、営利を目的としない社会福祉法人等に運営委託又は施設を移管（譲渡）して、運

営を行うこと。委託は「公設民営」化、移管は「民設民営」化とも言われている。 
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【表１】民営化の経緯 

保育園名 運営委託先等 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

三 輪 (社福) ミツワ会 運営委託開始     

川 田 (学法) 朝陽学園 選考委員会 委託先決定 引継ぎ保育 運営委託開始  

下氷鉋 (社福)おおぞら作新会 保護者協議 選考委員会 委託先決定 引継ぎ保育 運営委託開始 

城 東 済生会 長野保育園 移管統合決定 交流保育 移管統合   

※選考委員会は保育園ごとに設置 

 

  ② 民営化後の評価 

民営化前には、保護者から「保育士が一斉に代わり、子どもが不安にかられるので

はないか」、「園の雰囲気が大きく変わるのではないか」といった心配の声が聞かれま

したが、１年間の引継ぎ保育の実施や保護者、受託予定者、市による三者懇談会を適

宜実施したことにより、園児や保護者の不安が軽減し、円滑な移行を図ることができ

ました。 

民営化後の運営面では、新たに延長保育（午後６時 30 分～午後７時）を実施し、遅

くまで働く保護者にとっては、利便性が向上しました。また、設備面では、全室への

エアコン設置、駐車場の拡充、新たな遊具の設置などが迅速に実施されました。 

また、保護者の要望を取り入れ、園独自による給食の提供、英語や運動等を取り入

れた特色ある保育を実施するなど、保護者から好評を得ることができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（保護者の主な意見） 

 

・「保育士が一斉に代わることのないよう対応してもらい、子どもたちがあまり

不安を感じることなく保育園に通っている。」 

・「１年間の引継ぎ保育や三者懇談会を通じて、より良い保育の実施に向けた意

見交換ができ、円滑に運営が移行されたと感じた。」 

・園と保護者の信頼関係が築かれ、さらに良い雰囲気となった。 

・「民営化後、園の雰囲気は大きく変わらなかったが、民間ならではの教育を取

り入れていただき、大変良かった。」 

・「エアコン、遊具の設置や駐車場の拡大など保育環境の面について、色々配慮

されていると感じることが多くなった。」 

・「委託後も今までと変わりなく子どもをよくみていただき、大変ありがたく思

っている。」 

・「民営化される前は不安であったが、保育環境の改善や独自の保育内容の導入

等、大変感激しており、こんなことなら、もっと早く民営化してもらいたかっ

た。」 
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（２）公立保育所の統廃合 

 ① 今までの経過 

   園児数の減少及び園舎の老朽化等により統廃合を行い、保育環境の向上を図ってき

ました。 

 

ア 七二会地区 

瀬脇・京ヶ峯両保育園の統合改築については、「七二会地区保育園問題検討委員

会」において、建設候補地を国道 19 号線沿線とし、平成 16 年度に瀬脇保育園を解

体し、園舎新築工事を行い、平成 17 年４月から「七二会保育園」として開園しま

した。 

イ 信更地区 

信田・更府両保育園の統合については、「信更地区保育園問題検討委員会」にお

いて、統合場所を信田保育園とし、平成 21 年度に園舎の改修及び耐震補強工事を

実施し、平成 23 年４月に「信更保育園」と名称を変更して、新たに開園しました。 

ウ 戸隠地区  

戸隠地区の３保育所（戸隠中央保育園・宝光社保育園・東ノ原保育園）の統合改

築については、「戸隠地区保育園統合検討委員会」において、建設候補地を旧長野

吉田高校戸隠分校跡地とし、平成 22 年度に園舎新築工事を行い、平成 23 年４月か

ら「とがくし保育園」として開園しました。 

 

② 統廃合後の評価 

    統廃合により、保育所までの距離が以前より遠くなった園児の利便性の確保を図る

ため、保護者の要望を取り入れ、通園バスの運行を拡充しました。また、統合により

園児数が増え、子どもたちが集団生活を通じて、必要な生活習慣や態度等を身につけ

る保育の観点からも、より望ましい姿となりました。なお、統合した園舎については、

新築や改修工事により、大幅に保育環境の改善が図られました。 

 

 

３３３３    計画期間計画期間計画期間計画期間    

計画期間は、平成 25 年度(2013 年度)を初年度として、平成 34 年度(2022 年度)までの

10 年間とします。 

なお、国の動向㊟及び社会情勢等の変化に柔軟に対応するため、必要に応じて計画期間 

 中においても、本計画の見直しを行います。 

                                                   

㊟ 国の動向／社会保障と税の一体改革に伴う子ども・子育て関連３法が平成２４年８月に成立し、国は認定こ

ども園制度の改善、認定こども園、保育所、幼稚園等共通の給付、地域の子ども・子育て支援の充実を図

ることになった。市町村は地域の保育ニーズ等に基づき、子ども・子育て支援事業計画を策定し、子どもの

ための教育・保育給付及び地域子ども・子育て支援事業を実施する。 
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長 野 市 の 人 口 推 移

350,000

360,000

370,000

380,000

390,000
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各年10月1日現在

出生数（長野市）、合計特殊出生率（長野市、全国）

3,000

3,500

4,000
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H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

（年）

（人）

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00
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1.40

1.60

1.80

出生数 長野市合計特殊出生率 全国合計特殊出生率

1.38

1.52

1.26

1.35

1.39

1.46

3,809

3,384

3,245

４４４４    長野市長野市長野市長野市のののの保育保育保育保育のののの現状現状現状現状とととと課題課題課題課題    

（１）人口・出生数・合計特殊出生率 

本市の人口は、平成 17 年と平成 22 年の２度の合併により一時的に増えましたが、 

全体の傾向としては減少傾向にあります。【表２】 

出生数も同様に減少傾向にありますが、合計特殊出生率㊟は全国平均より若干高い値

となっています。【表３】 

 
【表２】                            （Ｈ24 年以降は推計値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         

出典：長野県毎月人口異動調査データ 

長野市企画政策部企画課統計資料 

 

【表３】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省人口動態統計データ 

長野市企画政策部企画課統計資料 

                                                   

㊟ 合計特殊出生率／一人の女性（15 才から 49 才と想定）が生涯に生む子どもの平均数。人口を維持するに

は 2.08 程度が必要とされている。 

H22 年 381,511 人 

H35 年 356,535 人 



15 

（２）地区別の就学前児童数 

０歳から５歳までの就学前児童数は、平成 19 年は 21,639 人でしたが、平成 24 年には

20,024 人と５年間に 1,615 人、約 7.5％減少しました。【表４】 

 

【表４】就学前児童数の推移                  各年４月１日現在 

増加数(人） 増加率

第一 249 211 △ 38 △ 15.3%

第二 586 550 △ 36 △ 6.1%

第三 304 224 △ 80 △ 26.3%

第四 96 73 △ 23 △ 24.0%

第五 221 205 △ 16 △ 7.2%

芹田 1,595 1,515 △ 80 △ 5.0%

古牧 1,764 1,696 △ 68 △ 3.9%

三輪 871 815 △ 56 △ 6.4%

吉田 899 920 21 2.3%

古里 820 742 △ 78 △ 9.5%

柳原 474 455 △ 19 △ 4.0%

浅川 327 331 4 1.2%

大豆島 866 885 19 2.2%

朝陽 1,012 895 △ 117 △ 11.6%

若槻 1,279 1,004 △ 275 △ 21.5%

長沼 87 91 4 4.6%

安茂里 1,433 1,149 △ 284 △ 19.8%

小田切 26 15 △ 11 △ 42.3%

芋井 73 68 △ 5 △ 6.8%

篠ノ井 2,397 2,161 △ 236 △ 9.8%

松代 695 658 △ 37 △ 5.3%

若穂 693 603 △ 90 △ 13.0%

川中島 1,740 1,688 △ 52 △ 3.0%

更北 2,095 2,190 95 4.5%

七二会 64 38 △ 26 △ 40.6%

信更 62 44 △ 18 △ 29.0%

豊野 489 476 △ 13 △ 2.7%

戸隠 122 106 △ 16 △ 13.1%

鬼無里 46 31 △ 15 △ 32.6%

大岡 39 12 △ 27 △ 69.2%

信州新町 145 105 △ 40 △ 27.6%

中条 70 68 △ 2 △ 2.9%

合     計 21,639 20,024 △ 1,615 △ 7.5%

地　　区 平成24年（人）平成19年（人）
H19～H24

 

                     出典：長野市企画政策部企画課統計資料 

※平成 19 年の信州新町、中条の数値は合併前の旧町村の数値 
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3歳未満児 3歳以上児 計
私 茂菅 20 5 16 21 105.0%
公 加茂 60 7 20 27 45.0%

川上 45 18 25 43 95.6%
善光寺 170 48 129 177 104.1%
聖フランシスコ 120 34 72 106 88.3%
若葉 45 17 25 42 93.3%
秋葉 60 22 37 59 98.3%

私 つましな 60 18 37 55 91.7%
公 後町 45 17 19 36 80.0%

山王 120 42 69 111 92.5%
中御所 135 38 83 121 89.6%
博愛 205 79 155 234 114.1%
芹田東部 90 28 75 103 114.4%
栗田 90 39 64 103 114.4%
北条 90 24 79 103 114.4%
上高田 100 44 71 115 115.0%
古牧東部 165 53 122 175 106.1%
りんどう 60 25 44 69 115.0%
済生会 80 30 62 92 115.0%

公 柳町 160 48 118 166 103.8%
民 三輪 80 28 63 91 113.8%

第　四

第　五

芹　田

第　一

第　二

第　三

区
分

入所人員（人）
充足率園名地区

定員
（人）

図面
番号

古　牧

三　輪

私

私

公

私

私

私

１

２

３

４

５

１

２

３

４

６

６

７

５

８

９

10

11

12

13

14

1

（３）保育所・幼稚園の就園児童数 

少子化により、園児数は減少していますが、保育所の３歳未満児については、保護者

のライフスタイルの変化等により増加しています。【表５】 

  【表５】 

長野市の保育所・幼稚園就園児童数の推移

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（人）

保育所３歳以上児

幼稚園児童数

保育所３歳未満児

6,303

5,745

4,383
4,252

1,934
2,270

  

 

（４）保育所の入所状況 

保育所は、小・中学校のように通学区が決まっていないことから、保護者は、自宅の

近くだけでなく、勤務先や祖父母のいる実家等に近い保育所に子どもを預けています。 

市全体では、定員に対する充足率は 95.5％と定員を下回っていますが、地区別にみる

と、芹田、古牧、三輪、吉田及び川中島などで定員を上回っている保育所がある一方、

信更、鬼無里及び大岡などでは、大幅に下回っています。【表６】【図１】 

 

【表６】保育所入所状況                 平成 24 年４月 1 日現在 
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3歳未満児 3歳以上児 計
吉　田 私 吉田 100 37 73 110 110.0%
古　里 私 聖徳 110 26 88 114 103.6%
柳　原 私 杉の子第二 280 67 193 260 92.9%

浅川中央 90 24 75 99 110.0%
すずらん 80 20 60 80 100.0%
大豆島 190 42 153 195 102.6%
風間 130 43 105 148 113.8%
杉の子あぴっく 240 65 148 213 88.8%
朝陽学園 80 72 0 72 90.0%
雷鳥 60 25 44 69 115.0%
かざぐるま 110 51 72 123 111.8%
皐月 130 38 84 122 93.8%
若槻 130 32 87 119 91.5%

長　沼 公 長沼 70 15 34 49 70.0%
小柴見 60 17 52 69 115.0%
松ヶ丘 160 40 130 170 106.3%
小市 90 22 60 82 91.1%

公 安茂里 140 31 86 117 83.6%
芋　井 民 芋井 30 3 13 16 53.3%

杉の子第三 230 42 156 198 86.1%
たんぽぽ 60 30 35 65 108.3%
ひよし 120 30 87 117 97.5%
杉の子 250 57 147 204 81.6%
円福おひさま 30 11 0 11 36.7%
子供の園 90 22 71 93 103.3%
中央 95 21 67 88 92.6%
塩崎 100 19 87 106 106.0%
共和 80 13 48 61 76.3%
西部 120 13 107 120 100.0%
東部 90 18 85 103 114.4%

民 青池 30 1 18 19 63.3%
私 まきば 90 27 66 93 103.3%

象山 80 12 62 74 92.5%
豊栄 60 4 26 30 50.0%
東条 60 11 39 50 83.3%
寺尾 60 6 27 33 55.0%
清野 30 6 13 19 63.3%
西条 45 14 23 37 82.2%

私 正満寺 40 25 0 25 62.5%
綿内 125 21 102 123 98.4%
保科 90 9 49 58 64.4%

民 川田 80 17 49 66 82.5%
フレンド 180 35 172 207 115.0%
御厨 120 43 94 137 114.2%
ころぽっくる 130 45 104 149 114.6%
昭和 135 25 108 133 98.5%
川中島 100 27 87 114 114.0%
長野大橋 160 69 102 171 106.9%
丹波島 180 66 141 207 115.0%
青木島 150 39 119 158 105.3%
真島 75 13 42 55 73.3%
下氷鉋 95 14 79 93 97.9%

七二会 公 七二会 60 9 30 39 65.0%
信　更 公 信更 45 2 14 16 35.6%

豊野さつき 55 12 37 49 89.1%
豊野みなみ 110 30 88 118 107.3%
豊野ひがし 120 27 88 115 95.8%

戸　隠 公 とがくし 70 23 52 75 107.1%
鬼無里 公 鬼無里 60 5 14 19 31.7%
大　岡 公 大岡 45 0 5 5 11.1%
信州新町 公 信州新町 130 16 50 66 50.8%
中　条 公 なかじょう 35 7 13 20 57.1%

8,390 2,270 5,745 8,015 95.5%

公

公

公

私

公

私

私

公

私

私

公

民

私

私

公

私

若　穂

川中島

更　北

豊　野

図面
番号

浅　川

区
分

入所人員（人）
充足率園名地区

定員
（人）

合計

大豆島

朝　陽

若　槻

安茂里

篠ノ井

松　代

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

15

16

17

18

19

20

21

22

38

23

24

25

26

27

28

29

30

31

40

32

39

33

34

35

36

6

37

5

3

1

4

2

 

※私：私立保育所  （41 園 定員計 4,770 人 入所人員計 4,885 人 平均充足率 102.4％） 

公：公立保育所  （36 園 定員計 3,325 人 入所人員計 2,882 人 平均充足率 86.7％） 

    民：公設民営保育所（ 6 園 定員計  295 人  入所人員計  248 人 平均充足率 84.1％） 

※朝陽学園、円福おひさま、正満寺、なかじょうは、幼稚園部門の人数は含まない。 
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凡 例

公立保育所

私立保育所

公設民営保育所

26
2

芋井芋井芋井芋井

浅川浅川浅川浅川

若槻若槻若槻若槻
長沼長沼長沼長沼

柳原柳原柳原柳原
朝朝朝朝
陽陽陽陽

安茂里安茂里安茂里安茂里
小田切小田切小田切小田切

七二会七二会七二会七二会

信更信更信更信更

松代松代松代松代

若穂若穂若穂若穂

川川川川
中中中中
島島島島 更北更北更北更北

大豆島大豆島大豆島大豆島

芋井芋井芋井芋井

古里古里古里古里

篠篠篠篠ノノノノ井井井井

芹田芹田芹田芹田

古牧古牧古牧古牧

吉田吉田吉田吉田

戸隠戸隠戸隠戸隠

鬼無里鬼無里鬼無里鬼無里

豊野豊野豊野豊野

大岡大岡大岡大岡

中条中条中条中条

信州新町信州新町信州新町信州新町

1

2

1

2

3

4

5

6
7

8

9

10
11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

3

4

5

6

7

8

9

10

11
12

13

14
15

16

17

18
19

20

21

22

23

24

25

26
27

28

29

30

31

32

33 34

35

36

37

38

39

40

3

4

5

6

三三三三
輪輪輪輪

1

【図１】市内保育所配置図 
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(単位：千円）

H19 H20 H21 H22 H23 H24(予算)

7,040,401 6,971,766 6,970,393 7,179,804 7,190,829 7,645,647

4,065,017 4,076,776 4,050,834 4,154,715 4,273,249 4,566,460

国庫負担金 1,074,862 1,064,605 1,101,201 1,137,293 1,138,582 1,242,424

2,975,384 2,894,990 2,919,559 3,025,089 2,917,580 3,079,187

※

※

保育所運営費は、私立保育所入所委託、私立保育所運営費補助金、認定こども園保育所入所委託等の私立
保育所に係る経費及び公立保育所一般管理費、公立保育所施設管理費、職員人件費、小規模改修費等の公
立保育所に係る経費の合計。（施設整備、耐震補強に伴う経費及び建設補助金は含まない）
市の負担は、市税と地方交付税等によって措置されています。

私立保育所

公立保育所

（保育所運営費の推移)

保育所運営費

年  度

正規・嘱託別保育士数の推移（４月1日現在）

0

50

100

150

200

250

300

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（人） 正 規 嘱 託

（人）

正 規 嘱 託

17年度 205 217 422 49% 51%

18年度 205 248 453 45% 55%

19年度 201 267 468 43% 57%

20年度 197 252 449 44% 56%

21年度 194 257 451 43% 57%

22年度 203 266 469 43% 57%

23年度 202 253 455 44% 56%

24年度 202 252 454 44% 56%

職 員 比 率
年 度 合 計正 規 嘱 託

（５）公立保育所の保育士数 

正規保育士と嘱託保育士の割合は、44 対 56 となっています。３歳未満児の増加及び

障害児保育等の特別保育の充実などにより、職員数は増加しています。【表７】 

 【表７】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）保育所の運営費 

保育所の運営に要する経費は、国、市、保護者で負担しています。本市では、全体の

約 64％を国と市で負担しています。なお、平成 16 年度から、国が負担していた保育所

運営費の国庫負担金が三位一体改革により、公立保育所分のみが一般財源とされました。

【図２】 

【図２】保育所運営費の負担割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※イメージ図のため概ねの割合です。
保育所運営保育所運営保育所運営保育所運営にににに要要要要するするするする経費経費経費経費　　　　１００１００１００１００%%%%

保護者負担分保護者負担分保護者負担分保護者負担分　　　　３６３６３６３６%%%% 【保育料軽減分】
　　　　１４１４１４１４%%%%

私立

　　　　
市市市市のののの負担負担負担負担　　　　２５２５２５２５%%%%

保護者負担分保護者負担分保護者負担分保護者負担分　　　　３６３６３６３６%%%% 【保育料軽減分】
　　　　１４１４１４１４%%%%

　　　　
市市市市のののの負担負担負担負担　５０５０５０５０%%%%

国国国国のののの負担負担負担負担　２５２５２５２５%%%%

平成16年度から公立
保育所に対する国の
負担（25％）が廃止と
なった。

公立

保育料軽減のため、市が
独自に負担している。
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（７）公立保育所の建築年 

   公立保育所は公設民営を含めて 42園あり、旧耐震基準の保育所については、順次耐震

診断及び補強工事等を実施し、安全性の確保を図っています。【表８】 

【表８】                         平成 24 年４月 1日現在 

区分 保育園名 建築年 構造 階数 床面積(㎡） 定員（人） 備考

若槻 S47.1 W 1 519.80 130 H22年度耐震補強済

山王 S48.2 S、RC 2 1,110.43 120 H24年度耐震診断中

中御所 S47.12 W 1 681.53 135 H21年度耐震補強済

東条 S48.3 W 1 617.49 60 H23年度耐震補強済

長沼 S49.1 W 1 574.42 70 H20年度耐震補強済

安茂里 S49.3 W 1 687.78 140

信更 S49.3 W 1 571.35 45 H21年度耐震補強済

皐月 S50.3 W 1 643.99 130

豊野さつき S50.3 W 1 468.27 55

中央 S51.3 W 1 858.62 95 H24年度耐震補強中

なかじょう S52.5 RC 2 639.00 35 H21年度耐震補強済

大岡 S53.3 W 1 494.78 45 H23年度耐震補強済

豊栄 S53.12 W 1 423.63 60

西条（公設民営） S54.3 W 1 426.87 45

共和 S55.3 W 1 698.50 80 H24年度耐震診断中

清野（公設民営） S54.12 W 1 493.02 30

加茂 S56.2 Ｓ 1 547.83 60 H24年度耐震補強中

子供の園 S57.1 Ｓ 1 498.71 90

青池（公設民営） S58.1 Ｓ 1 398.45 30

豊野みなみ S58.3 Ｗ 1 584.59 110

青木島 S59.3 Ｓ、Ｗ 2 935.21 150

芋井（公設民営） S59.1 Ｓ 1 392.40 30

真島 S60.3 Ｗ 1 551.10 75

川中島 S60.3 Ｗ 1 549.18 100

昭和 S61.3 Ｗ 1 789.96 135

下氷鉋 S61.2 Ｗ 1 579.81 95

後町 H3.2 Ｓ 2 390.38 45

綿内 H4.3 RC 2 1,359.33 125

鬼無里 H5.3 Ｓ 3 791.38 60

保科 H6.3 RC 2 968.82 90

三輪（公設民営） H8.3 RC 2 843.56 80

豊野ひがし H9.3 Ｗ 1 1,105.76 120

象山 H10.2 Ｓ 1 801.35 80

川田（公設民営） H12.3 Ｗ 1 865.98 80

信州新町 H13.3 Ｗ、ＲＣ 1 1,634.08 130

寺尾 H14.3 Ｓ 1 729.24 60

七二会 H17.3 Ｓ 1 972.76 60

柳町 H18.3 Ｓ 2 1,917.98 160

東部 H20.3 Ｓ 1 837.62 90

塩崎 H21.3 Ｓ 1 976.09 100

西部 H22.3 Ｗ 1 1,096.93 120

とがくし H23.3 Ｓ 1 685.68 70

新
耐
震
基
準

旧
耐
震
基
準

 

  ※構造：Ｗ＝木造、ＲＣ＝鉄筋コンクリート造、Ｓ＝鉄骨造 
  ※旧耐震基準は、昭和 56 年 5 月 31 日以前の建築基準法に基づくもので、耐震性が低い。 
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（８）公立保育所の抱える課題 

① 本市には待機児童㊟はいませんが、一部地域では希望する保育所に入所することが

困難な状況となっています。【表６】 

② 中山間地域を中心に、定員を大幅に下回っている保育所があります。【表６】 

③ 公立保育所運営費の一般財源化に伴い、国庫負担金が廃止となる一方、保育所の運

営に要する経費は年々増加しています。【図２】 

  ④ 第四次長野市定員適正化計画により、職員数の削減を進めており、３歳未満児の増

加等による保育所職員の増員については、嘱託職員等の活用により対応しています。

【表７・表９】 

  ⑤ 施設の耐震補強や必要な修繕等を実施していますが、耐震基準を満たしている保育

所でも老朽化が進んでいます。【表８】 

 

【表９】保育所保育士１人当たり配置基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

※市では１歳児は、５人につき１人以上の保育士、３歳児は、18 人につき１人以上の保育士を配置して

おり、国の基準を上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

㊟ 待機児童／保育に欠けるため、保育所入所申請をしているにもかかわらず、保育所が満員である等の理

由で、入所できない状態にある児童。全国の待機児童数は、2011 年 10 月 1 日現在 46,620 人で、大都市

部（埼玉・千葉・東京・神奈川・大阪・兵庫）に集中している。一方、地方では待機児童は少なく、青森・富

山・石川・福井・山梨・長野・愛媛の各県は、待機児童数はゼロとなっている。 

年 齢 市の基準 国の基準 

０歳児 ３人 ３人 

１歳児 ５人 ６人 

２歳児 ６人 ６人 

３歳児 １８人 ２０人 

４歳児 ３０人 ３０人 

５歳児 ３０人 ３０人 
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第第第第５５５５    公立公立公立公立保育所保育所保育所保育所のののの適正規模適正規模適正規模適正規模・・・・民営化民営化民営化民営化    

（１）公立保育所の役割 

「民間でできることは民間に委ねる」との本市の基本姿勢は堅持しつつも、次に掲げ

る公立保育所の役割を踏まえて、そのすべてを民営化するのではなく、必要な公立保育

所は存続させます。 

  ① 園児数の減少等により民間では運営が困難で、かつ、他の保育所との統廃合等も困

難な施設を維持し、保育サービスを提供する。 

  ② 通園している児童の保育のみならず、市全体の未就園の子育て家庭への支援の充実

を図る。 

   

（２）公立保育所の適正規模・配置 

園児数の著しい減少が見込まれる中山間地域㊟などにおいては、集団保育の必要性や

施設の効率的な運営等の視点から、次に掲げる判断基準に基づき、休園や統廃合などを

含む施設の存続のあり方について、対象となる地域関係者及び保護者との協議を開始し

ます。 

また、保育需要の高い地域においては、待機児童が発生しないよう、原則として、民

間活力により、保育ニーズ等に対応していきます。 

なお、施設の著しい老朽化等により園舎の全面改築が必要になった時には、この判断

基準によらずに別途協議を行います。 

 

 

   

・２年連続して、年度当初の入所児童数が 30 人を下回った公立保育所 

 

 

・２年連続して、年度当初の入所児童数が 10 人を下回った公立保育所 

※但し、周辺地域㊟に代替可能な保育所がある場合は、特例扱いとしない。 

 

（３）公立保育所の民営化 

① 民営化の目的 

   ア 独自の保育理念や民間ならではの発想力を生かし、多様な保育ニーズに迅速かつ

柔軟に対応するため。 

   イ 民営化に伴い生じる財源と職員を地域子育て支援及び保育所機能強化等に充てて

いくため。 

   ウ 多様な民間事業者が選定され、参入が促進されることにより、市全体として保育

水準が引き上げられるため。 

                                                   

㊟ 中山間地域／「長野市やまざと振興計画」に規定している１３地区（浅川、小田切、芋井、篠ノ井（信里）、松
代（豊栄、西条）、若穂（保科）、七二会、信更、戸隠、鬼無里、大岡、信州新町、中条地区） 

㊟ 周辺地域／距離で５km 以内、車の移動で概ね 10 分以内を目安とする区域 

中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域のののの特例特例特例特例    

協議開始協議開始協議開始協議開始のののの判断基準判断基準判断基準判断基準    
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法人負担

7,500 万円 

 

市補助金 

7,500 万円 

 

県(国) 

補助金 

１.5 億円 

 

② 民営化による財政効果 

公立保育所を民間に完全移管することにより、私立保育所に対する国庫負担金が交

付されるため、大きな財政効果が見込まれます。【図３】  

 

【図３】定員 100 人の保育所運営費の比較モデル 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※推計値の算出方法（平成 23 年度決算見込額をベースに、公立、私立それぞれの入所児童総数

で除して、100 人を乗じることにより算出した） 

 

また、私立保育所については、園舎改築などに伴う建設費用に対して、県(国)から 

補助金が交付されます。【図４】 

 

 【図４】３億円の園舎を改築する場合の比較モデル 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

  

  

   

    

（地域子育て支援） 

・地域子育て支援センターの拡充 

・病児病後児保育の拡充 

・各種相談業務の充実 他  
（保育所機能強化） 

・休日、一時預かりの拡充 

・障害児保育の支援充実  

・保育所の整備 他 

 

 

 

 

 

市の負担 

＋＋＋＋    

保育料 

 

国庫負担金 

2,230 万円 

 

市の負担 

＋＋＋＋    

保育料 

    

6,140 万円 

 

8,820 万円 8,370 万円 

計 2,680 万円 

主に人件費による 

450 万円 

 

 

 

 

市の負担 

３億円 

 

補

助

対

象

経

費 

 

25％ 

 

25％ 

 

50％ 

公 立 私 立 

公 立 私 立 

民営化により、

生 じ る 財 源 等

を子育て支援

等に充てるよう

に努めていく。 

市の負担が 1/4

になることから、

早 期 に 改 築 に

着手でき、保育

環 境 の 向 上 が

図られる。 

※土地の購入、整地等に要する費用は 

 補助対象外 

※この補助率は「安心こども基金」を 

 活用した場合のもの 
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床面積 定員

（㎡） （人） H24.4.1現在 H34推計

山 王 S48.2 S、RC 2 1,110.43 120 111 89

中 御 所 S47.12 Ｗ 1 681.53 135 121 97

三輪 柳 町 H18.3 Ｓ 2 1,917.98 160 166 133

若槻 若 槻 S47.1 Ｗ 1 519.80 130 119 95

安茂里 安 茂 里 S49.3 Ｗ 1 687.78 140 117 94

中 央 S51.3 Ｗ 1 858.62 95 88 70

子 供 の 園 S57.1 Ｓ 1 498.71 90 93 74

塩 崎 H21.3 Ｓ 1 976.09 100 106 85

西 部 H22.3 Ｗ 1 1,096.93 120 120 96

東 部 H20.3 Ｓ 1 837.62 90 103 82

若穂 綿 内 H4.3 ＲＣ 2 1,359.33 125 123 98

川 中 島 S60.3 Ｗ 1 549.18 100 114 91

昭 和 S61.3 Ｗ 1 789.96 135 133 106

更北 青 木 島 S59.3 Ｓ、Ｗ 2 935.21 150 158 126

豊野みなみ S58.3 Ｗ 1 584.59 110 118 94

豊野ひがし H9.3 Ｗ 1 1,105.76 120 115 92

合計 16園 1,920 1,905 1,522

園児数（人）

豊野

園名

第五

川中島

篠ノ井

建築年地区 階数構造

③ 民営化の対象園 

 

 

 

   ア 民営化後も当面、概ね 60 人以上の園児数が見込まれること 

    

イ 民営化直後(運営委託の期間)に耐震補強工事や改築、大規模修繕等が必要ないこと 

      

上記選定基準による公立保育所の民営化対象園は、次の 16園になります。 

(表 10 参照) 

 

【表 10】民営化対象園の選定基準に該当する公立保育所一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 34 年の園児数推計値は、表４による５年間の減少率 7.5％をベースに、計画期間 10 年間

の減少率を 15％と見込み、民営化後の保育運営の安定性を考慮し、減少率 20％として推計した。 

※山王、安茂里は、今後耐震化を含めた工事を行う予定がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

民営化民営化民営化民営化のののの選定基準選定基準選定基準選定基準    



25 

④ 計画期間の民営化実施園 

 当該計画期間における民営化については、地域・保護者のコンセンサスの形成を十分 

に図り、円滑な保育体制の移行を進めるため、当面、１年に１園を目途に順次実施して 

まいります。なお、本計画期間中の民営化実施園については、計画期間の前期と後期に

区分し、民営化実施園の地域バランス㊟及び建築経年㊟等を勘案して、下記のとおりと

します。 

 

【前期分】(平成 25 年度～29 年度) 

 

 

 

 

 

 

【後期分】(平成 30 年度～34 年度) 

 

 

 

 

 

⑤ 民営化の実施スケジュール等 

   ア 民営化の流れ【図５】 

これまでの経緯を踏まえ、事業者の選考・決定後、１年間の引継ぎ保育を経て、

まず運営委託の方式により実施し、その後施設の移管をいたします。 

 

【図５】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

㊟ 地域バランス／一定の地域に偏って民営化を進めないよう配慮する。 
㊟ 建築経年／民間活力及び国庫補助金等を有効活用して、老朽化した園舎の早期改築を推進するため、

昭和年代に建設した保育所を優先する。 

地
元
・
保
護
者
説
明 

 
 

委
託
・移
管
先
事
業
者
の
選
考
・
決
定 

 
 

 

引
継
ぎ
保
育
の
実
施 

 
 
 

民
営
化(

運
営
委
託) 

 
 

 

民
営
化(

施
設
移
管) 

民
営
化
対
象
園
の
公
表 

三者懇談会の開催 

（ア） （イ） （ウ） （エ） 

①①①①子供子供子供子供のののの園保育園園保育園園保育園園保育園            ②②②②川中島保育園川中島保育園川中島保育園川中島保育園            ③③③③若槻保育園若槻保育園若槻保育園若槻保育園    

④④④④豊野豊野豊野豊野みなみみなみみなみみなみ保育園保育園保育園保育園        ⑤⑤⑤⑤中御所保育園中御所保育園中御所保育園中御所保育園            計計計計５５５５園園園園    

具体的具体的具体的具体的なななな保育園名保育園名保育園名保育園名についてはについてはについてはについては、、、、前期分前期分前期分前期分のののの民営化民営化民営化民営化のののの進捗状況等進捗状況等進捗状況等進捗状況等

をををを勘案勘案勘案勘案しししし、、、、別途決定別途決定別途決定別途決定しますしますしますします。。。。    
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１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目～

移管
準備

（ヱ）
民営化
(施設移管)

A園
地元・
保護者
 説明

（ア）
事業者の
選考
決定

（イ）
引き継ぎ
保育

（ウ）
民営化(運営委託)

(実施スケジュール) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）委託・移管先事業者の選考・決定 

委託・移管先の事業者の選定については、民営化前の保育サービスが低下しな

いこと等を条件として、透明性、公平性を保つため公募を原則とします。また、

選考に当っては、民営化の対象となる保育所ごとに有識者や保育現場に詳しい者

が入った公平・中立な選考委員会を設置し、公益性、継続性、保育方針、保育内

容、経営状況等を総合的に審査し、決定します。 

  なお、運営主体については、公益性、非営利で永続性の高い社会福祉法人、学

校法人を原則とします。 

（イ）引継ぎ保育の実施 

  民営化前の１年間は、引継ぎ保育の期間として、当該公立保育所の保育士と委

託先の事業者の保育士との引継ぎ保育を行います。引継ぎ保育により、子どもの

様子などを把握し、保育士の一斉交代により園児や保護者が著しい不安を感じる

ことがないよう努めるとともに、民営化後の保育サービスの質の維持を図ります。 

（ウ）運営委託 

  園舎は市が所有しますが、保育所の運営については、委託事業者が独自の保育

理念、保育方針等に基づき、特色ある保育や必要な環境整備等を進めます。 

（エ）施設移管 

  運営委託後、概ね３年目に事業者の保育運営や経営状況等を評価した上で、有

償又は無償による土地の貸与、建物等の譲渡により、施設を移管します。なお、

既に運営委託している三輪保育園、川田保育園及び下氷鉋保育園(25 年度開始予

定)についても、移管を検討します。 

 

イ 委託・移管後の市の関与のあり方 

     市は、私立保育所に対する認可権、指導監督等の権限を有するため、委託・移管

後も、必要な助言、指導を行います。また、民営化後も一定期間は、保護者・事業

者・市の三者懇談会を実施し、民営化にあたっての条件や保育内容等を確認すると

ともに、問題が生じた場合には、速やかに改善命令・指導を行います。  
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資料資料資料資料編編編編    

    

２２２２    計画策定計画策定計画策定計画策定のののの経緯経緯経緯経緯    

月  日 会  議  内  容 

平成 24 年６月４日 

 

第１回社会福祉審議会 市長から「長野市公立保育所の適正規

模及び民営化等基本計画」の策定に

ついて諮問があり、児童福祉専門分科

会に調査審議を付託 

 

平成 24 年６月４日 

 

第１回児童福祉専門分科会 「長野市公立保育所の適正規模及び

民営化等基本計画」(素案)について 

・計画策定の趣旨 

・計画の位置付け及び計画期間 

・長野市の保育の現状 

 

平成 24 年９月 27 日 

 

第２回児童福祉専門分科会 「長野市公立保育所の適正規模及び

民営化等基本計画」（素案）について 

・公立保育所の適正規模及び民営化 

 

平成 24 年 11 月 19 日 

 

第３回児童福祉専門分科会 「長野市公立保育所の適正規模及び

民営化等基本計画」（案）について 

・施設存続のあり方についての協議開 

始基準 

・民営化の選定基準 

・計画期間の民営化実施園の考え方 

・民営化実施スケジュール 

 

平成 25 年１月 10 日 

 

第４回児童福祉専門分科会 「長野市公立保育所の適正規模及び

民営化等基本計画」（案）について 

・計画前期の民営化実施園 

 

平成 25 年１月 24 日 

 

第２回社会福祉審議会 ・社会福祉審議会長へ報告 

平成 25 年２月８日 

 

答申（予定） ・市長へ答申 
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３３３３    長野市社会福祉審議会児童福祉専門分科会委員名簿長野市社会福祉審議会児童福祉専門分科会委員名簿長野市社会福祉審議会児童福祉専門分科会委員名簿長野市社会福祉審議会児童福祉専門分科会委員名簿    

 

【任期　平成23年4月1日～平成26年3月31日】

伊　藤   　彩 東長野幼稚園保護者（長野市幼稚園連盟）

※ 海 野　 英 順 長野市私立保育協会会長 副会長

小 野　 道 子 公募委員

※ 上 村　惠津子 信州大学教授

小 林　 康 夫 長野市幼稚園連盟会長

※ 坂 本　 一 枝 長野市母子寡婦福祉会役員

竹 内 　啓 子 公募委員

※ 塚 田　 和 子 教育委員 会長

※ 舎 川　 清 市 長野市児童館館長・施設長会会長

※ 中 野 　清 史 市議会議員

西 澤  美惠子 公募委員

平 栗  美保子 長野市民生児童委員協議会　児童・母子（父子）部会長

松 本  みさお 吉田保育園保護者（長野市私立保育協会）

宮 川　 朝 子 中央保育園保護者（公立保育園園長会）

和 田　 勇 造 （財）長野県児童福祉施設連盟役員

（五十音順）
※社会福祉審議会委員を兼ねる

　　　　氏　　　　名 所　属　・　役　職 備　　　考
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長長長長    野野野野    市市市市    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

 

 


